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研究成果の概要（和文）： 本研究の目的は，特に中学校・高等学校数学科の指導に焦点を当て「割合」の理解
を深め活用力を育成する指導のあり方を追究し，「割合」指導のカリキュラム開発への示唆を得ることである。
研究成果として，次の4点を明らかにした。
　①中高数学科で単元を設けて割合指導しているフィンランドでは，日本では扱っていないP/Pタイプ，％ポイ
ント等を扱っていること，②日本の中高生は，割合の活用力が不十分であること，③将来小学校教員を目指す日
本の大学生は，中高生に比べれば活用力は身についているものの，理解が不十分な部分もあること，④日本の中
高数学科で，割合に関わる実験授業を複数回行い，カリキュラム開発への示唆を得たこと。

研究成果の概要（英文）：　Purpose of this study is to pursue teaching for understanding and applying
 the ratio at secondary school level and to get suggestions about development of ratio's curriculum.
 We clarified as follows.
(1) "P/P type" and "%-point" are taught in Finland at secondary school, but there are not taught in 
Japan, (2) Japanese secondary school students don't acquire application competency of ratio, (3) 
university students who will be primary school teacher in the future acquire application competency 
of ratio compared to secondary school students, but some parts are not well understood, (4) we 
practiced some lessons for acquiring application competency of ratio at secondary school and got 
suggestions about development of ratio's curriculum.           

研究分野： 教科教育

キーワード： 数学教育　割合　フィンランド　カリキュラム

  ２版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
 本研究成果の学術的・社会的意義は，次の2点にある。
　①小学校算数科で学んでいる「割合」の理解や活用力に関して，中学生・高校生・大学生（小学校教員を目指
す）を対象にそれぞれ1000人を超える調査を実施し，割合の理解や活用力が必ずしも十分でない実態を，データ
をもとに明らかにしたこと。
　②中学校・高等学校数学科において，割合に関わる実験授業を複数回行い，それぞれの授業を通して，割合の
理解を深め活用力を高める指導の在り方について，有益な示唆を得ることができたこと。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属されます。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
小 6 対象の 2015 年度全国学力・学習状況調査算数 B2(2)に，次の「割合」の問題が出題され

た。 
 
 
 
「比の第 3 用法」に分類される基本問題であるが，正答率は 13.4％と，予想を超える低い結

果であった。「割合」の問題ができないことは，60 年以上も前から指摘されてきたことである。
例えば，1956 年度全国学力調査 5(3)の「米の石高を，割合を使って比べる」問題の正答率は
10.6％であった。このような実態から，「割合」指導のあり方について，これまでに多くの研究
とそれに基づく実践が行われてきた（例えば，寺岡他，1983；中村，2002）。しかしそれにも関
わらず，上記結果に見られるように，未だに改善がほとんど見られない。それどころか，高校生
になっても「割合」の活用力が十分に身に付いていない実態がある（国立教育政策研究所，2013）。 
「割合」の指導は，小 5 で行われる。それが故に，これまでの「割合」指導の研究は，小学校算
数科での指導場面に限られていたといえる。実際，中学校以降の学習では，「割合」は既習を前
提として，「割合」を題材とした問題が限られた場面で扱われる程度である。例えば，中学校の
方程式の応用問題の中に「割合」に関する問題が登場するが，指導の際に中学の授業者から聴こ
えてくる声は，「中学生は，割合を題材とした応用問題が苦手だ」「理解が十分でないので，小学
校の割合の復習を行った」というものにとどまる。 
 一方，これまでの先行研究（熊倉，2013）から，フィンランドでは，小学校に限らず，中学校，
高等学校いずれの教科書にも，「割合」に関する興味深い複数の問題があることがわかった。こ
のような実態を踏まえると，日本においても，対数に限らず，関数や図形，統計領域を含め，中
学・高校の様々な単元の中で「割合」に関連付けた教材を開発して，それらを系統的に並べて指
導することの可能性が示唆される。すなわち，算数科における指導ばかりではなく，これまで焦
点を当ててこなかった中学校や高等学校の数学科における「割合」指導を，積極的に，かつ系統
的に行うことで，「割合」の活用力を育成することが期待できると考える。  
 
２．研究の目的 
本研究の目的は，特に中学校・高等学校数学科の指導に焦点を当て，これまでの研究成果をも

とに，「割合」の理解を深め活用力を育成する指導のあり方を追究し，実践を通してその有効性
を検証するとともに，小・中・高を一貫した「割合」指導のカリキュラム開発への示唆を得るこ
ととする。 
 
３．研究の方法 
本研究では，次の点を明らかにして研究を進める。 

(1) フィンランドの中学校・高等学校教科書等の「割合」の活用力育成に関わる問題の分析 
(2) 中学生・高校生の「割合」の理解と活用力に関する実態把握 
(3) 小学校教員を目指す大学生の「割合」の理解と活用力に関する実態把握 
(4) 「割合」の理解を深め活用力を育成する教材の開発と実践 
(5) 小・中・高を一貫した「割合」指導のカリキュラム開発への示唆 
(2)は，教材を開発しカリキュラム開発への示唆を得る上で，中学生・高校生の「割合」の理

解と活用力に関する実態を把握しておくことが必要であると考え調査を実施する。 
 
４．研究成果 
(1) フィンランドの「割合」指導に関する分析（熊倉，2019） 
 日本の割合指導と比較したときに，フィンランドの割合指導の特徴として，次の 3点が挙げら
れる。 
① 小～高で割合をスパイラルに指導 
 日本では，小 5で割合（パーセント）の指導が行われるが，それ以降は，特に割合の理解を深
めたり活用力を高めたりすることを主目的とした指導は行われず，「文字と式」や「連立方程式」
の活用場面で，割合を題材とした問題が扱われる程度である。一方，フィンランドでは，日本の
小 6，中 2，中 3，高 1（文系のみ）に相当する 4学年で，それ以前の学年の復習も含めながら，
スパイラル的に割合の理解を深め活用力を高める指導が行われていて，この点は日本と大きく
異なる。 
② 子どもの理解を踏まえて体系的に指導 
 第1～3用法の中で最も難しいとされる第3用法について，フィンランドでは6学年で扱わず，
8 学年で初めて扱う。同様にして，全体部分型や増減型に比べ難しいとされる対比型の問題も，
8学年で初めて扱う。また，日本ではほとんど扱われていない PPタイプ（割合の割合を考える），
日本で全く扱われていない P/P タイプ（割合をもとにした割合を考える）の問題を高 1で扱って
いる。このように，フィンランドでは，子どもにとって難しいとされるタイプの問題は，後の学
年で指導するように配慮されていて，この点は日本と異なる特徴である。 
③ ‰，％ptを指導 
 日本では扱っていないパーミル（‰）やパーセントポイント（％pt）を，フィンランドではそ

せんざいを買います。家で使っているせんざいが，20％増量して売られていました。増量
後のせんざいの量は 480mL です。増量前のせんざいの量は何 mL ですか。 



れぞれ 8 学年，高 1で指導している。パーミルは，パーセントほど社会で使用されているわけで
はないが，それでも鉄道線路やトンネルの勾配などで使われている。また，パーセントポイント
も，例えば「支持率が 10ポイント上昇」などのようにニュース等で目にすることが少なくない。
パーセントポイントは，前述の P/P タイプの問題と一緒に扱うことで，その意味をより深く理解
できるように配慮されている。 
 日本とフィンランドのカリキュラムを比較すると，次の表 1の通りに整理できる。 

表1 日本とフィンランドの割合指導の比較 

学校種 日本 フィンランド 

小学校 

【用法】 
第 1→第 2→第 3 

【問題場面】 
全体部分→増減→対比      

【用法】 
第 2→第 1 

【問題場面】 
全体部分→増減 

中学校 
7～9
年 

なし 

【用法】 
（第 1・2→）第 3 
【問題場面】 
（全体部分・増減→）対比→混合 
【用語・記号】‰ 

高等 
学校 なし 

【タイプ】 
PP→P/P 

【用語・記号】％pt 
 
以上の特徴から，日本でも，中学校・高等学校数学科で割合指導を行うことを検討すること，

特に日本で扱っていない PP タイプ，P/P タイプの問題や％pt，‰を扱うことを検討することが
示唆される。 
 

(2) 中学生・高校生の割合の理解の実態に関する分析（熊倉他，2019） 
① 調査問題の作成 
 先行研究や教科書の分析結果を踏まえて，調査の観点を次のア～エに定め，これらの観点に沿
って，以下の通り調査問題１～６を作成した。これらの問題を理解し解決できることが，研究者
らの目指す「割合の深い理解」に相当すると考える。  

ア 第 2 用法の問題（１）と比べて，第 3 用法の問題をどの程度理解し解決できるか。どの
ように解決するか（２(1)(2)）。 

イ 対比型の問題を理解し解決できるか（３）。 
ウ PP タイプの問題を理解し解決できるか（４，５）。 

 エ P/P タイプの問題を理解し解決できるか（６）。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

１ 定価 2000 円のケーキを 30％引きで売るとき，割引後の価格はいくらになりますか。求
め方と答えを書きなさい。〔ア〕 

２ 次の問題について考えます。〔ア〕 
 
 
 
(1) 昨年までの内容量の求め方と答えを書きなさい。 
(2) (1)の求め方がよくわからないという友だちに，あなたが図・表・絵などを使ってわかり
やすく説明するとしたら，どのように説明しますか。下に書きなさい。ただし，図・表・
絵などをすべて使う必要はありません。 

３ フィンランドと日本のおよその国土面積は，次の表の通りです。〔イ〕 
 フィンランド 日本 
 34（万 km2） 38（万 km2） 
(1) 日本の国土面積を基準にするとき，フィンランドの国土面積のおよその割合を求める
式を書きなさい。ただし，答えを求める必要はありません。 

(2) フィンランドの国土面積を基準にするとき，日本の国土面積のおよその割合を求める
式を書きなさい。ただし，答えを求める必要はありません。 

４ A 中学校では，全校生徒の 30％が自転車通学で，そのうちの 60％は男子です。自転車通
学をしている男子は，全校生徒の何％ですか。求め方と答えを書きなさい。〔ウ〕 

５ A 動物園における 2015 年から 2017 年までの年間入場者数を調べました。2016 年の入
場者数は 2015 年の入場者数に比べて 10％増えています。逆に，2017 年の入場者数は 2016
年の入場者数に比べて 10％減っています。2017 年の入場者数は，2015 年の入場者数と比
べるとどうなりましたか。次のア～ウの中から正しいものを 1つ選んで○を付け，その理
由を書きなさい。〔ウ〕 

   ア 増えた イ 変わらない ウ 減った 

ある会社のサケの缶詰は，今年から内容量が 20％増量して 180ℊで販売されています。
昨年までの内容量は何 gでしょうか。 



 
 
 
 
 
② 調査の概要 
 調査対象は表 2 の通りである。対象校は，
静岡県内の公立中学校 5校，県立高校 4校（3
校は中堅校，1 校は進学校）である。調査は
2018 年 1～3 月に，質問紙調査と合わせて 25
～30 分で実施した。 

 
③ 調査結果と考察 
 問題１～６の正答率と平均正答数は，表
3の通りである。 
調査結果から，全体を通して次の 5 点を

指摘できる。 
ア いずれの問題も，学年進行とともに

正答率は概ね上昇傾向にあった。中学校以
降，割合に焦点を当てた指導は特に行われ
ていない実態を考慮すると，生活経験の中
で，あるいは他の領域での学習経験を通し
て，徐々にではあるが，割合の理解が深ま
り，割合を活用する力が高まっていると推
察される。 
イ アの指摘にも関わらず，第 3 用法の

問題の正答率は，中 3でも正答率は 50％に
満たなかった。また，問題２(2)での「わか 
りやすい方法」として，中 3～高 2では 70％以上が方程式による方法を挙げている。一方で，算
数科で扱う数直線図による方法を挙げている中高生は，ほとんどいなかった。 
ウ 対比型（第 1 用法）の問題３は，中 3 でも正答率は 55％に満たなかった。また，基準量

を逆に捉えている誤答が 10～20％程度で最も多かった。 
エ 増減型 PP タイプの問題５は，中 3 でも正答率は 40％に満たず，「10％増の後に 10％減」

の状況を変化しないとする誤答が 20～55％程度で最も多かった。 
オ P/P タイプの問題６は，高 2でも正答率は 45％に満たず，「50％から 30％への変化」を安

易に 20％減とする誤答が 15～35％程度で最も多かった。 
 
(3) 小学校教員を目指す大学生の割合の理解に関する実態の分析 
① 調査の概要 
 中学生・高校生を対象に実施した調査問題と同一の問題を使って実施した。調査対象は，北海
道から九州までにある 10 の国立大学法人の教員養成系学部における算数科教育法の受講者（以
下，「大学生」と記す）で，中学校数学免許を取得しない大学生 1022 人である。調査時期は 2018
年 4～11 月に，質問紙調査と合わせて 25～30 分で実施した。 
② 調査結果と考察 
 問題１～６の中学生，高校生と
比較した大学生の結果は，表 4の
通りである。 
 調査結果から，全体を通して次
の 3点を指摘できる。 
ア いずれの問題の正答率も，

また平均正答数も，大学生の正答
率は中高生の正答率よりも高か
った。単純な比較はできないもの
の，中学から大学まで，学年進行
とともに正答率が上昇傾向にあ
る。感想欄に「小学生の時は割合
が苦手だったが，日常生活（割引
や消費税）で使っているからか， 

６ A 町の全面積に対する森林の面積の割合を調べたら，10 年前は 50％でしたが，今年は
30％でした。10年前の森林の面積を基準にすると，今年の森林の面積は何％減少したでし
ょうか。求め方と答えを書きなさい。ただし，10年前と今年で A町の全面積は変わってい
ません。〔エ〕 

校種 1 年 2 年 3 年 計 

中学校 368 368 396 1132 

高等学校 656 536 75 1267 

 

表 2 調査対象数 

問題 中 1 中 2 中 3 高 1 高 2 
１  

第 2 用法 73.1 75.8 81.4 87.1 95.4 

２(1) 
第 3 用法 23.1 25.3 44.9 58.2 74.0 

３  
対比型 38.1 47.3 54.3 60.3 69.9 

４  
PP タイプ 40.8 40.6 58.1 64.6 73.0 

５  
PP タイプ 21.5 24.1 33.9 50.8 61.2 

６  
P/P タイプ 14.0 16.2 22.6 32.2 41.6 

平均正答数 2.2 2.4 3.0 3.6 4.2 

 

表 3 １～６の正答率（％）

問題 中 1 中 2 中 3 高 1 高 2 大学生 
１  

第 2 用法 73.1 75.8 81.4 87.1 95.4 98.6 

２(1) 
第 3 用法 23.1 25.3 44.9 58.2 74.0 80.7 

３  
対比型 38.1 47.3 54.3 60.3 69.9 81.9 

４  
PP タイプ 40.8 40.6 58.1 64.6 73.0 84.1 

５  
PP タイプ 21.5 24.1 33.9 50.8 61.2 73.1 

６  
P/P タイプ 14.0 16.2 22.6 32.2 41.6 43.9 

平均正答数 2.2 2.4 3.0 3.6 4.2 4.6 

 

表 4 中高生と大学生の正答率（％）と平均正答数 



昔よりも苦手意識が減った気がした。」という記述もあり，中高生調査での考察と同様に，中学
から大学までを含めて，生活経験や他領域での学習経験を通して，割合の理解は少しずつ深まっ
ていると推察される。 
イ １と２(1)の正答率を比較すると，大学生の結果も，中高生の結果と同様に２(1)の正答

率が低かった。このことから，大学生にとっても，第 3用法は第 2用法に比べて難しいことがわ
かる。 
ウ ６は，大学生でも他の問題に比べて正答率が低く，45％にも満たなかった。P/P タイプの

問題を学校で扱わないばかりでなく，日常場面の中でも，必ずしも頻繁に登場しないことが要因
として考えられる。 
 
(4) 「割合」の理解を深め活用力を育成する教材の開発と実践（熊倉他，2020） 
フィンランドの割合指導の分

析結果，および中学生・高校生・
大学生の割合の活用力調査の分
析結果を踏まえて，日本の現在の
教育課程において中学校・高等学
校数学科で扱うことが可能な教
材を開発し，表 5 の通り，7 つの
実験授業を 2017～2019 年度に実
施した。 
これらの実験授業の観察を通

して，次の 3点を指摘できる。 
ア 第 3用法の授業では，基準

量と比較量を逆にとらえて，答え
を求める典型的な誤答が授業中
に見られたが，図などを用いて協
働的に学習する活動を通して，最
終的には解決に至ることができ
た。 
イ PP タイプ，P/P タイプの授業では，基準量が異なる 2つの割合を，勝手に足したり引いた

りする誤答が授業中に見られた。ここでも，第 3用法の授業と同じように，図や表などを用いて
協働的に学習する活動を通して，最終的には解決に至ることができた。 
ウ 混合型の授業では，基準量が異なる 2 つの割合の相加平均を求めたりする誤答が授業中

に見られた。ここでも，第 3 用法や PP タイプ，P/P タイプの授業と同様に，図や文字式等を用
いて協働的に学習する活動を通して，最終的に解決に至ることができた。 
 
(5) 小・中・高を一貫した「割合」指導のカリキュラム開発への示唆 
 ４.(1)～(4)の研究成果を踏まえて，カリキュラム開発への示唆として次の 3点があげられる。 
 ア 日本の小学生にとって難しいとされる第 3用法や対比型の問題は，算数科のみならず，中
学校数学科でも，方程式の活用場面等で積極的に扱うことが，割合の理解に有効である。 
イ 日本ではほとんど扱われていない PP タイプの問題を，中学校数学科でも，方程式や文字

式の指導の場面で積極的に扱っていくことが，割合の深い理解につながる。 
ウ 日本では全く扱われていない P/P タイプの問題を，中学校数学科や高等学校数学科で，％

ポイントと合わせて扱うことが，割合の深い理解につながる。 
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教材 単元 
(学年/科目) 

問題 
タイプ 

【授業 1】食材の廃棄率を
もとに発注量を求める 

1 次方程式 
(中 1) 

第 3用法 

【授業 2】買い物の定価を
求める 

1 次方程式 
(中 1) 

第 3用法 

【授業 3】買い物の割引価
格を比べる 

文字式 
(中 2) 

PP タイプ 

【授業 4】来年度の中学校
の男女の生徒数を求める 

連立方程式 
(中 2) 

PP タイプ 

【授業 5】買い物の割引価
格を比べる 

1 次不等式 
(数Ⅰ) 

PP タイプ 

【授業 6】家庭学習時間と
メディア使用時間の変化を
評価する 

データの分析 
(数Ⅰ) P/P タイプ 

【授業 7】新幹線の指定席
と自由席の乗車率を求める 

データの分析 
(数Ⅰ) 

混合型 

 

表 5 割合に関する実験授業 
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